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事業の背景及び概
要（現状、課題）、ま
たは交付団体の活
動目的、活動内容
など

　島原市シルバー人材センターは、本格的な高齢化社会を迎え、高年齢者にふさわしい就業機会を提供
し、豊富な人生経験と身につけた技術を活かしながら、社会の環境づくりに貢献するとともに、高年齢者
の健康保持と充実した生活確保に役立てる趣旨で設立。（平成元年2月21日）
　「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」に基づき、高年齢者に就業機会を確保、提供する機関とし
て長崎県知事から指定された公益法人である。
　「高年齢者の能力を活かした活力ある地域社会づくり」に寄与することを目的に、高年齢者の就業に関
する情報提供や相談、就業の確保等を行っている。
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◎１次評価（自己評価）

（ ）

（ ）

◎２次評価

◎３次評価

予算措置額の増減：

（ ）

判
定
理
由

千円

休止･廃止の具体的方向性

高年齢者に就業の機会を確保し、高年齢者の能力の積極的な活用を図ることの重要性は、本格的な
高齢化社会を迎える中、更に大きくなっている。

　高齢者の社会参画を促進し、高齢者が生き生きと生活できる社会をつ
くるという点で効果がある。

備　　考

見
直
し
の

方
向
性

判　　　定

　今後の課題と見直しの
　方向性（総合評価判定が
  Ｂ１～Ｂ４の場合）

課
 

題

③ 団 体 の 事 業 内 容 や

助成の在り方等の見直し
の

総 合 評 価

判
　
定

今後も事業の需要は増えると見込まれ、見直しは必要ないと考える。

　必要性

  Ｂ　見直しのうえで実施

○総合評価と今後の方向性

② 市 の 関 与 の 必 要 性
　高齢者の雇用問題解決という労働面、および社会参画による福祉面と
いう2点に関わっていることも考慮し、必要性はあると考える。

① 助 成 事 業 の 効 果

○視点別分析
視　  　　　　点 現　状　分　析 説　　　　　　　　　　　　明

評　価　結　果　を　踏　ま　え　た　次　年　度　予　算　へ　の　反　映　状　況　　（☑）

シルバー人材センター運営費補助金

高齢者等の雇用の安定等に関する法律により支援に努める必要があること、センターの活動が「高齢者の能力を活かした
活力ある地域社会づくり」に寄与していることから補助金支出は妥当なものである。補助金額については近年減少傾向に
ある。高齢者の就業機会を多く確保できるよう活動推進を期待する。

判　　　定

備
考

⇒ 0

備　　考

意図した効果があがっている

ある程度効果がある。

あまり効果がない

分析できない

事業効果は後年度

必要性は薄れていない

少し薄れている

薄れている

不明

該当しない

見直しの必要はない

検討の余地はある

見直しの必要あり

補助額の削減

B1 事業規模の拡大 B2 事業規模の縮小

B3 事業内容の改善 B4 その他の見直し

Ａ 継続(特段の見直しは行わない）

Ｃ 休止（隔年実施など）

Ｄ 廃止（終期の設定も含む）

補助額の増加 補助の休止若しくは廃止 現状維持
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